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■
本
市
に
お
け
る
該
当
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域

●
通
常
地
域

　
（
地
域
振
興
立
法
の
指
定
地
域
）

●
特
認
地
域

（
宮
城
県
知
事
が
自
然
的
・
経
済

的
・
社
会
的
条
件
が
不
利
な
地
域

と
し
て
指
定
）

■
平
成
19
年
度
の
交
付
金
交
付
状
況

住
民
税
率
の
変
更
に
よ
る

税
負
担
の
影
響
の
み
を
受
け
る
方（
平

成
19
年
の
収
入
が
、
退
職
な
ど
に
よ

り
大
幅
に
減
っ
た
方
）

 

■
減
額
措
置
の
対
象
者

個
別
の
対
象
・
非
対
象
に

つ
い
て
は
、
住
民
税
が
確
定
す
る
６

月
13
日（
金
）ま
で
は
お
答
え
で
き
ま

せ
ん
。

 

■
所
得
変
動
に
伴
う
住
民
税
の
還
付

を
受
け
る
に
は
、「
住
民
税
減
額
申

告
書
」の
提
出
が
必
要
と
な
り
ま
す

●
申
告
期
間
（
土
・
日
・
祝
日
を
除
く
）

税源移譲により増額と
なった住民税額（減額
となった所得税額）

※未納の税金がある場合は、法令に
　基づきその税額に充当します。

平成18年（度）

税源移譲により増額と
なった住民税相当額が
還付（※）されます。

平成19年（度）

所得変動が
あった場合

平成19年（度）

■住民税の経過措置の仕組み

所得変動が
ない場合

所得税住民税

所得税住民税

住民税 所得税非課税

平成18年中の所得に
対して課税

平成19年中の所得に
対して課税

申告により 還付

ご存じですか？
所得変動に伴う住民税
の減額措置
平成19年に収入が減り所得税が課されなくなっ
た方で、一定の条件を満たす方は「所得変動に伴
う住民税の減額措置」を申告により受けることが
できます。なお、この措置は平成19年度分の個
人住民税のみ適用となります。

■所得変動のモデルケース
●夫婦、給与収入500万円の場合

平成18年（度） 平成19年（度）
所得税 220,000円 122,500円
住民税 130,000円 227,500円
合　計 350,000円 350,000円

平成19年の
収入が減少
した場合

※一定の社会保険料が控除されるものとして計算しています。

平成19年（度）収入なし
差額

（還付額）税源移譲前の
税率を適用

税源移譲後の
税率を適用

所得税 0円 0円 0円
住民税 130,000円 227,500円 97,500円
合　計 130,000円 227,500円 97,500円
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～平成19年度中山間地域等直接支払制度の実施概要～
豊かな農村を維持していくために豊かな農村を維持していくために豊かな農村を維持していくために豊かな農村を維持していくために
～平成19年度中山間地域等直接支払制度の実施概要～

問農林課　☎22-1253

問税務課　☎22-1313

④ ③ ② ①

■19年度の交付状況

地区名 集落名
（協定集落名）

交付金の対象と
なった農地面積 交付金額 主な取り組み内容

小原

大熊 54,053㎡ 978,060円
・担い手への農作業の委託 
・交付金の交付対象とならない農家と
の連携した活動

塩ノ倉 149,890㎡ 3,068,590円 ・担い手への農作業の委託 ・非農家との連携した活動

中北 127,505㎡ 2,677,605円
・機械・農作業の共同化
・自然生態系の保全に関する学校教育
との連携した活動

沼田 65,821㎡ 1,382,241円 ・担い手への農作業の委託・非農家との連携した活動

大鷹沢
稲荷堂 22,313㎡ 217,049円 ・機械・農作業の共同化・他集落との連携した活動

唐竹 52,706㎡ 1,106,826円 ・機械・農作業の共同化・他集落との連携した活動

白川 犬卒都婆 342,485㎡ 5,905,772円 ・集落を基礎とした営農組織の育成

福岡 上原 139,754㎡ 2,704,344円 ・担い手への集積化

合計 ８集落 954,527㎡ 18,040,487円


